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稀頻度リスク対応の検討について
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調整力及び需給バランス評価等に関する委員会事務局



2本日の内容について

＜背景＞

 国の制度設計ワーキンググループにおいて、例えば、大規模自然災害等による電源の長期的な計画外停
止に対し、経験的に見積もることが適当とされる量について、従来の供給予備力の概念の中では十分な配
慮がなされていないため、広域機関設立後にきちんとした議論を行い、必要量を特定していくことが必要で
あると整理された。

 その後、昨年度の委員会におけるマージンに関する議論や、広域機関の業務を通じて、稀頻度リスクへの
対応として検討すべき課題を認識している。

（１）昨年度の委員会の議論を通じて認識された課題
① 区分③④のマージンのうち、Ｎ－２故障以上の事象に対応するためのマージン

・東北東京間連系線（順方向）： 区分④
・東京中部間連系設備（ＦＣ）（順方向）： 区分③

② 上記以外に稀頻度リスク対応としてのマージン（「区分⑤」のマージン）を確保する必要性
③ 暫定的に全量をマージンとして扱っているＦＣ増設分（120万kWからの＋90万kW分）の扱い※１

（２）広域機関の業務を通じて認識した課題
① 従来、非常時メニューと位置付けられてきた需給調整契約等の必要性
② 先の震災後においても活用された、必要予備力を超える電源（石油火力）の維持の必要性

＜本日の内容＞

 「稀頻度リスク対応」には、様々な検討課題が含まれるが、今後、検討を進めるにあたって、どう進めるべき
かについて、ご議論いただきたい。

※１： ＦＣが稀頻度ながら大規模電源が広域的に停止するリスクに対応するために増設が行われているため、その目的を踏まえ、稀頻度リスク対応としての扱いについ
て検討する必要がある。一方、北海道本州間連系設備（北本）は、設備の作業停止や将来的な大規模改修に対して北海道エリアの安定供給を確保する観点から
増設が行われているものであり、個別に稀頻度リスク対応を検討するのではなく、（１）②の検討結果を適用。



3（参考） 第８回制度設計ＷＧ資料５－２ 「送配電部門の調整力確保の仕組みについて」

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system/seido_sekkei_wg/pdf/008_05_02.pdf

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system/seido_sekkei_wg/pdf/008_05_02.pdf


4「稀頻度リスク」の定義について

 現在、本委員会において、翌年～１０年先までの長期計画の断面において確保すべき供給予備力や実需給
断面において確保すべき調整力について検討しているところ。

 これらの検討では、需給上のリスク事象を想定のうえ、通常確保すべき信頼度または電気の質のレベル（逆
の言い方をすれば、供給支障が発生することまたは電気の質が悪化することを許容するレベル）を決め、供
給予備力や調整力の必要量を算定することとなる。

〔従来の考え方における例： 偶発的需給変動対応の供給予備力必要量〕

 「稀頻度リスク」は、まずは幅広に定義し、今後の議論に応じて見直しを検討する方向とし、具体的には、以
下のとおり定義してはどうか。

「供給予備力の必要量、上げ調整力の必要量、及び、運用容量を設定するときに想定したリスク（以下、
「通常考慮すべきリスク」）を超える規模の供給力喪失若しくは需要増加のリスク、又は、これらを設定する
ときに想定されていないリスクであって過去の事象等をもとに想定すべきと考えられる大規模かつ長期間
の供給力喪失のリスク」

→ 具体的なイメージはp.7

想定するリスク 過去実績に基づく確率的な需要変動、供給力変動、電源計画外停止

通常確保すべき信頼度のレベル 見込み不足日数（ＬＯＬＰ）＝０．３日／月

供給予備力の必要量 想定需要×７％ （エリア外からの応援を考慮した場合）
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分析Ⅰ 分析Ⅱ 分析Ⅲ 分析Ⅳ

時間軸
（例）

事故直後 事故直後～数分後 数分後～当日中 翌日～

影響を表す指標
（例）

同期安定・不安定 周波数低下量 供給支障電力（ｋＷ）
供給支障電力（ｋＷ）

及び
供給支障継続日数

分析手法
（例）

系統安定度解析
系統周波数シミュレーショ
ン、系統定数による分析

ｋＷバランス評価
ｋＷｈバランス評価
（燃料供給面の評価）

個別課題の
検討において
主に着眼すべき
時間領域

•東北東京間連系線の区
分④のマージンの必要
性

•ＦＣ（順方向）の区分③の
マージンの必要性
•瞬時調整契約の必要性

•区分⑤のマージンの必
要性

•区分⑤のマージンの必
要性
•ＦＣ増設分の扱い
•石油火力維持の必要性

時間軸を考慮した検討の必要性 その１

 想定するリスクの瞬時性や継続性の有無によって影響が異なることから、時間軸を考慮し、適切な分析手法
を用いる必要がある。



6時間軸を考慮した検討の必要性 その２

事象発生
（複数電源脱落）

エリア内の電源（非停止分）

直後 ～数週間後 数週間後～数か月

被災電源
復帰

＜大規模かつ長期的な供給力喪失への対策のイメージ＞

ＬＮＧスポット調達までのリードタイム 例えば２か月程度

石油火力追加起動
（石油在庫利用
＋追加調達）

ＬＮＧ国内在庫 １４日程度

分析Ⅱ 分析Ⅳ

分析Ⅲ
▼

 稀頻度リスクへの対策として、様々な方法が考えられるが、それぞれ活用可能な時間領域が異なることを考
慮して検討する必要がある。

留意事項：
① 各対策の活用領域はイメージであり、被災状況、設備実態等によって異なりうる。
② 各対策の必要性はこのイメージ図に基づいた議論のみによって決まるものでは

ない。（稀頻度リスク以外の観点からの必要性を否定しない。）

ガバナフリー

ＥＰＰＳ

LNG火力追加起動
（ＬＮＧ在庫利用）

LNG火力高稼働
（燃料スポット調達）

瞬時調整契約※

他エリアからの融通（マージン使用含む）

上げ調整力・
発電余力

節電要請（数値目標あり）・使用制限

kW

時間

ネガワット
火力過負荷運転

※需給調整契約のうち、系統
側から直接・瞬時の負荷遮
断により調整が可能なもの

需給調整契約（※以外）

分析Ⅰ
▼
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 以上の考察をもとに、稀頻度リスクの具体例を図示すると以下のイメージとなるか。

 予備力・調整力の必要量の設定の際に、確率論的なリスク想定のうち一定のリスクを許容することとした場合、この許容した
リスクは稀頻度リスク対応の検討の対象外とする考え方もあるか。（但し、本日資料３における「猛暑Ｈ１需要」は、「過去実績
に基づく需要変動」と捉えることもできるが、このリスクの位置づけについては議論が必要（本日資料３に課題として記載））。

 一方、確率論的なリスク想定では考慮されていないリスク（過去実績に基づく確率では想定されないリスク）であって過去の
事象等をもとに想定すべきと考えられる大規模かつ長期間の供給力喪失のリスク）は検討の対象となりうるのではないか。

「稀頻度リスク」のイメージ

供給予備力の必要量の設定上げ調整力の必要量の設定

稀頻度リスク

通常考慮
すべきリスク

N-2故障による
供給力減少

大規模地震による大規模かつ長期間の供給力減少

同機種対策の実施など
による同一種類の電源
の一斉停止

（一定のリスク
は許容）

過去実績に基づく確率
的な需要変動、供給力
変動、電源計画外停止N-1故障による

供給力減少

送電線N-1故障に続く
送電線N-2故障による

同期不安定
（⇒多数の電源の脱落によ

る大規模停電）

通常想定し得る範囲にお
いて、送電線、変電所又
は開閉所の母線その他
発電機間の同期状態に
影響を与える可能性のあ
る電力設備の故障※１

運用容量の設定

分析Ⅰ 分析Ⅱ 分析Ⅳ

※１：送配電等業務指針第１９５条。具体的な想定リスクはp.16参照。

「考慮すべきリスク」の
記載内容は、従来の
考え方に基づく内容
を記載

分析Ⅲ

（一定のリスク
は許容）

・需要想定誤差
・時間内変動

※東北東京間連系線の
区分④マージンで想定

確率論的なリスク想定確定論的なリスク想定

留意事項：
議論用のイメージであり、下記に記載したリスクを考慮して対
策をとることを決めているものではない。

猛暑H1需要

ここで許容したリスクは対応検討の対象外か。

猛暑H1需要



8今後の検討について

 「通常考慮すべきリスク」に対しては対策を採る（例えば、予備力を確保することで停電を発生させない）こと
を原則とするのに対し、「稀頻度リスク」に対しては、「リスク事象が発生する頻度と発生した場合の影響（例
えば、停電ｋＷと継続期間に対応した社会的損失）に対し、対策コストをかけることが合理的かどうか」により
対策の要否を判断することが、大きな方向性として考えられるのではないか。

 しかし、合理性の判断基準を予め定めることは困難であることから、いくつかの具体的な対策を念頭に、その
対策の要否を判断するのに適したリスク事象を（必要に応じ複数）想定し、議論を始めることでどうか。

※p.6のイメージにあるように、同じ役割を果たす他の対策も議論の対象となる。

 このとき、仮に必要性がある場合でも、その必要性を早期に確認しなければ、確保することができなくなる可
能性がある対策については、優先的に検討を進めることとし、具体的には、「石油火力の維持の必要性」「瞬
時調整契約の必要性」については、今秋のうちに、暫定的であっても一定の結論を得ることとしたい。

 また、「東北東京間連系線の区分④のマージン」については、他の個別対策と時間軸が異なることから、これ
についても個別に議論を始めることとしたい。
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（以下、参考資料）



10（参考） マージンの区分

マージン
の分類

現状のマージン

予備力・調整力の検討※１

備考
長期断面 短期断面 稀頻度

関連性
無し

需給
バランス

• 系統容量3%相当 ① － － －

予備力・調整力の
連系線期待分

• 最大電源ユニット相当 － ② － －

周波数
制御

• 東京中部間連系設備（EPPS）

• 北海道本州間連系設備（緊急
時AFC）

－ ③ － －

その他
• 北海道本州間連系設備（潮流
抑制）

• 東北東京間連系線（潮流抑制）
－ － － ④

予備力・調整力の
連系線期待分以外

稀頻度
リスク

• 系統容量3%相当※２ － － ⑤ －

【マージンの分類と予備力・調整力の検討との関係とマージンの区分】

※１：各マージンが、本委員会における「長期断面の検討」「短期断面の検討」「稀頻度リスク対応」のいずれに起因するのかを記載（確保する断面
を表すものではない。）

※２：東京中部間連系設備の周波数制御に対応したマージン（順方向：西向き）や東北東京間連系線のその他のマージンなどN-2以上の故障リス
クに対応するために設定しているマージンもあるが、これらのマージンは他の分類に整理しているため、ここには記載していない。

出所） 電力広域的運営推進機関 調整力等に関する委員会 中間取りまとめ
（http://www.occto.or.jp/oshirase/kakusfuiinkai/chousei_torimatome.html）

http://www.occto.or.jp/oshirase/kakusfuiinkai/chousei_torimatome.html


11（参考） 東北東京間連系線（順方向）の区分④マージンの設定

出所） 第１回調整力等に関する委員会 資料６－２
（http://www.occto.or.jp/oshirase/kakusfuiinkai/files/cyousei_01_06_02.pdf）

http://www.occto.or.jp/oshirase/kakusfuiinkai/files/cyousei_01_06_02.pdf


12（参考） 東京中部間連系設備の区分③マージンの設定

出所） 第７回調整力等に関する委員会 資料４
（http://www.occto.or.jp/oshirase/kakusfuiinkai/files/chousei_07_04.pdf）

http://www.occto.or.jp/oshirase/kakusfuiinkai/files/chousei_07_04.pdf


13（参考） 電気事業類型の見直しに伴う需給調整契約の整理 １/２

出所） 第９回制度設計ワーキンググループ 資料５－５
（http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system/seido_se

kkei_wg/pdf/009_05_05.pdf）

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system/seido_sekkei_wg/pdf/009_05_05.pdf


14（参考） 電気事業類型の見直しに伴う需給調整契約の整理 ２/２

出所） 第９回制度設計ワーキンググループ 資料５－５
（http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system/seido_se

kkei_wg/pdf/009_05_05.pdf）

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_system/seido_sekkei_wg/pdf/009_05_05.pdf


15（参考） ＬＮＧの在庫量について

出所） 第５回 長期エネルギー需給見通し小委員会 資料１
（http://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/005/pdf/005_05.pdf）

http://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/005/pdf/005_05.pdf


16（参考） 同期・電圧安定性要因で決まる運用容量の想定故障

出所） 電力広域的運営推進機関 第３回運用容量検討会 資料１
（http://www.occto.or.jp/oshirase/kakusfuiinkai/files/02_unyouyouryou_zenteijouken.pdf）

http://www.occto.or.jp/oshirase/kakusfuiinkai/files/02_unyouyouryou_zenteijouken.pdf


17（参考） 東京中部間連系設備（ＦＣ）の２１０万ｋＷまでの増強の必要性の検討

出所） 総合資源エネルギー調査会総合部会 電力システム改革専門委員会地域間連系線等の強化に関するマスタープラン研究会 中間報告書
（http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/sougou/chiikikanrenkeisen/pdf/report01_02_00.pdf）

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/sougou/chiikikanrenkeisen/pdf/report01_02_00.pdf


18（参考） 東京中部間連系設備（ＦＣ）の３００万ｋＷまでの増強の必要性の検討 １

出所） 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会第９回 電力需給検証小委員会 資料６
（http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_jukyu/pdf/009_06_00.pdf）

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_jukyu/pdf/009_06_00.pdf


19（参考） 東京中部間連系設備（ＦＣ）の３００万ｋＷまでの増強の必要性の検討 ２

出所） 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会第９回 電力需給検証小委員会 資料６
（http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_jukyu/pdf/009_06_00.pdf）

http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/kihonseisaku/denryoku_jukyu/pdf/009_06_00.pdf

